
株式会社えすみ
Ｄｃｅｔ事業推進本部 高倉

御中
「デジタル化」で選ばれる企業へ！

社員10名の県内企業のデジタル化事例

しまねデジタル化応援プログラム

Copyright © 1999 - 2022 ESUMI Co. Ltd. All Rights Reserved



Copyright © 1999 - 2022 ESUMI Co. Ltd. All Rights Reserved

P.1
プロフィール

企業名

氏名

専門分野

支援実績

株式会社えすみ Ｄｃｅｔ事業推進本部

高倉 修治

中小企業のデジタル化による課題改善のご提案
デジタル化推進からDX化のご支援（売上拡大、業務効率改善、リスク回避 等）

島根県中小企業におけるデジタル化及びDX化のご支援 ※Ｄｃｅｔサポート
実績業種（精密部品製造、電気部品製造、食品製造販売、教育関係、建設、リフォーム、木材、
宗教法人、保険業、自動車、宿泊業、機械、電気工事 等）

経歴

1997年 ㈱フォーバル入社
IT営業職を経験後に代理店（パートナー）の開拓及びIT営業支援を行う。
2001年からBBコミュニケーションズ出向 孫正義の下 北海道、九州、中四国エリア責任者として活動
2010年から時代の変化で、NWセキュリティのコンサル開始。パートナー支援で全国行脚。
その後、同業社であるIT販売店様向けのコンサルタント活動を経験。

現在

2020年4月 株式会社えすみに出向 ※現在は島根県在住。
地方創生に向け、県内中小企業を元気にする活動を展開。
フォーバルが主業としている、企業経営支援サービス「アイコン事業」
えすみ社ではＤｃｅｔサービス（山陰版アイコン）として中小企業を中心に、次世代経営コンサル、GDXアドバイ
ザーとして企業経営者を対象にGDXやESG等のコンサルティングを展開。

資格
個人情報保護士、Webリテラシー、ドットコムマスター、ITパスポート、ファイナンシャルプラニング技能士、ビジネス実務
法務検定、ビジネス会計検定、マーケティング検定、マイナンバー検定、働き方マスター検定、ECO検定
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P.2
株式会社えすみ ご紹介

会社名 株式会社えすみ

代表取締役 和田 豊

本社 島根県雲南市木次町下熊谷1545-3

主要拠点 雲南、松江、出雲、大田

営業エリア 島根県内

創業 大正5年10月(2022年で107年)

創立 昭和26年2月

資本金
10,000千円
(株式会社フォーバル子会社)

従業員数 45名(役員除く)

年商 20億5千万円(2021/3)

関連会社 株式会社フォーバル、株式会社テック販売山陰

会社概要 事業沿革

1916年10月 手漉き和紙販売開始

1964年01月 オフィス什器販売開始

1981年05月 松江営業所開設

1989年04月 IT事業開始

2006年10月 出雲営業所開設

2013年10月 楽天通信販売事業開始

2017年01月 創業100周年記念事業実施

2020年04月 株式会社フォーバルへ参入

2021年03月 Ｄｃｅｔサービス開始

事業内容
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P.3
株式会社えすみ 会社の成長に向けた取組

DXマーク認証制度 認証支援事業者

・国が策定した情報処理促進法及び個人情報保護法、不正競争防止法に則り、

中小企業のDX化を推し進めるべく、必要な対応項目を網羅し認証する制度

・中小企業のDX化の推進と「DXマーク認証取得」の支援をする資格（＝DXアドバイザー資格）

DXアドバイザー資格

・中小企業の生産性を高めるためのITツール導入支援事業者を「情報処理支援機関」として認定

経済産業省認定 Smart SME Supporter

・一般社団法人中小企業個人情報セキュリティー推進協会（略称：SP2）

・2050年カーボンニュートラルに向け、島根県が目指す「地球温暖化防止活動」

に賛同し宣言しました。

しまねストップ温暖化 宣言事業者

第三者認証 取得の取組 ※DX・GX （GDX）推進における

DX系

GX系
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フォーバル社 紹介

代表取締役 会長 代表取締役 社長

東京証券取引所プライム市場（証券コード 8275）

2008年
公益財団法人CIESF（シーセフ） 理事長
2010年
特定非営利活動法人 元気な日本をつくる会 理事長
2014年
一般社団法人 公益資本主義推進協議会 代表理事（会長）
2015年
国際科学振興財団 評議員
2016年
東京商工会議所 副会頭
東京商工会議所 中小企業委員会 委員長
日本商工会議所 中小企業委員会 共同委員長
第4次産業革命 人材育成推進会議 委員

会長 大久保秀夫 略歴
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フォーバルグループ 紹介

◆分野別グループ会社 ※フォーバルグループ33社（国内26社、海外7社）

情報通信分野

海外分野

フォーバル フォーバルテレコム

ビー・ビー・コミュニケーションズ フォーバルテクノロジー

フォーバル・リアルストレートフォーキャスト

プロセス・マネジメントヴァンクール

ＦＩＳソリューションズネットリソースマネジメント

第一工芸社

ビジカエイエフシー

フォーバルカンボジア フォーバルベトナム

フォーバルインドネシア フォーバルミャンマー

イーセキュリティサービス ハネルソフトウェア

JAPANESE SMEs DEVELOPMENT JOINT STOCK COMPANY

環境分野

アップルツリー

フォーバルエコシステム

派生領域・総合経営コンサル分野

トライ・エックス

タクトシステム

フォーバルカエルワーク

人材・教育分野

アイテック

起業・事業承継分野

フォーバル

コーディネート

保険ステーション

三好商会

えすみ テック販売山陰

アベヤス エルコム
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御中
「デジタル化」で選ばれる企業へ！

■デジタル化（DX）取組の背景と考え方
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P.7
骨太方針2021「成長を生み出す4つの原動力」

〇内閣府「改革の基本方針2021」 成長を生み出す4つの原動力の推進
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P.8
骨太方針2022「新しい資本主義における人への投資と分配」

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2022/summary_ja.pdf参考：内閣府

①人への投資と分配

②科学技術・イノベーションへの投資

③ スタートアップ（新規創業）への投資

④グリーントランスフォーメーション（GX)への投資

・スキルアップ、多様な働き方の推進

・質の高い教育

・賃上げ・最低賃金の引上げ（全国加重平均1,000円以上）

・「資産所得倍増プラン」（NISAの抜本的拡充、iDeCo制度の改革等）

・量子、AI、バイオテクノロジー・医療分野への官民が連携した投資の抜本拡充

・スタートアップ育成5か年計画を本年末に策定（5年10倍増）

・150兆円超の官民投資に向けた成長志向型カーボンプライシング構想の具体化やGX経済移行債（仮称）の検討

⑤ デジタルトランスフォーメーション（DX)への投資
・テクノロジーマップの整備・実装、マイナンバーカードの普及

新しい資本主義に向けた重点投資分野

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2022/summary_ja.pdf
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P.9
骨太方針2022「新しい資本主義における人への投資と分配」

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2022/summary_ja.pdf参考：内閣府

「リカレント（recurrent）」とは、
「繰り返す」「循環する」という意味で、
リカレント教育とは、学校教育から
いったん離れて社会に出た後も、
それぞれの人の必要なタイミングで再
び教育を受け、仕事と教育を繰り返
すこと。

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2022/summary_ja.pdf
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P.10
DXの取組背景と考え方

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、
経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会。

DXによる地域社会・経済の変革が地方創生のカギ

「中小企業」「DX」「GX」に焦点を当てた内閣府の方針

当社が提唱する『F-Japan構想』は、日本の目指す地方創生を実現させるため、
政府が掲げる骨太方針を支える４つの原動力「Four driving forces」から由
来しており、当社理念である社会貢献企業になる思いを込めた造語です。

〇内閣府「改革の基本方針2021」

〇内閣府「改革の基本方針2022」

新しい資本主義に向けた改革

成長を生み出す4つの原動力の推進
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P.11
中小企業におけるデジタル化推進が遅れている要因

今回のセミナー開催にあたり
県内中小企業のデジタル化推進が遅れている要因を検討した結果
大きく２つの課題があると考えております。

【課題１】
経営者に、自社の「経営課題」がデジタルツール活用によって
解決できることが理解されていない。

【課題２】
デジタルツールの有用性は理解している場合でも
社内に推進できる人材がいないため着手できていない。

都市部ではコロナ禍対策として
勤務形態の変化によるデジタル化が進展！
⇒都市部と地方との
デジタル格差が拡大している
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P.12
経営課題とは・・・
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P.13

×

デジタル化が求められる理由
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P.14
DXがもたらす、メリットと可能性
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P.15
DX化あるべき姿のイメージ

リモート会議

ロボット(RPA)による自動化

ネットショップ（ECサイト）
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御中
「デジタル化」で選ばれる企業へ！

■社員10名の県内企業のデジタル化事例
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P.17
中小企業へのデジタル化支援

経済産業省 「中小企業デジタル化応援隊 事業」 事業者認定を取得。
島根県内中小企業へデジタル化支援を実施開始

支援させて頂いた“中小企業” 実績：50社
• 島根県中小企業におけるデジタル化及びDX化のご支援
実績業種（精密部品製造、電気部品製造、食品製造販売
教育、建設、リフォーム、木材、宗教法人、保険業、自動車
宿泊業、機械、電気工事、スーパー、小売店、飲食店 等）

■案内する中で課題として感じたこと
・企業規模の違いはありますが、そもそもデジタル化による可能性を理解されていない
（中小企業には関係ないのでは・・・の声も）
・約30％の企業では、デジタル化⇒DX化はしたいが何から取り組めば良いか分からない。

IT導入補助金“モノ”はとても“ありがたい”ですが
上記「デジタル化応援隊 事業」のような“コト”への補助が推進の近道です。
弊社の伴走型支援での成功事例についてご報告させて頂きます。
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P.18
中小企業へのデジタル化支援

政府が掲げている施策の説明を行い、企業として取組が必要なことをまずは、ご理解頂く。

弊社のDX化支援、「あるべき姿」とそこに行き着くまでの道筋をご支援できることを提案

「中小企業デジタル化応援隊」 いわゆる“コト”補助金を活用し
課題探しから始めてみることになった企業もありました。

中小企業に寄り添ったデジタル化伴走支援を進めてきました。

経営者への提案
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P.19
中小企業のデジタル化事例！

「デジタル化」で選ばれる企業へ！
社員10名の県内企業のデジタル化事例

代表 安達様 熊谷様 森脇様

特定非営利活動法人 彩
地域生活支援事業 社員：10名

特定非営利活動法人 彩さまの皆様
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P.20

特定非営利活動法人 彩
地域生活支援事業 社員：10名

課題把握（福祉・介護業界の課題について検討）■STEP①

まずは、業務全般における課題から確認させて頂きく。
採用、人財育成、業務効率化など課題をピックアップ。 ※“知る活動”の実施

デジタル化事例！ 特定非営利活動法人 彩
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P.21
デジタル化事例！ 特定非営利活動法人 彩

特定非営利活動法人 彩
地域生活支援事業 社員：10名

【抽出された課題】
「人財採用」、「資格取得の推進」
「ペーパーレス」
「社員間コミュニケーションの取り方」

何から取り組むか優先課題の決定
社員に負担が大きい帳票類を改善したいとの希望

業務効率化を最優先課題として
課題3-②
「記録が手書き タブレット活用できないか」
について取組むことで決定。

◆抽出された課題

【課題3：デジタル化】
①ソフト導入も介護比率少なく、活用できていない
②記録が手書き タブレット活用できないか？
③利用者との連絡 ⇒個人のショートメール利用
④飲酒チェック（車ごとにあり）、車運行状況管理

【課題1：採用関係】
採用も重要課題である
ハローワーク、シルバー人材センター ⇒厳しい

【課題2：人財育成・定着】
資格取得の推進
⇒福祉タクシー２種 2名取得 4名

課題把握（福祉・介護業界の課題について検討）■STEP①

※STEP①は、若手2名は同席なし代表の安達様と実施
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P.22

特定非営利活動法人 彩
地域生活支援事業 社員：10名

障害福祉分野の業界動向調査資料から
あるべき姿の共有とＤＸ化方向性検討

■STEP②

デジタル化事例！ 特定非営利活動法人 彩
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P.23
デジタル化事例！ 特定非営利活動法人 彩

特定非営利活動法人 彩
地域生活支援事業 社員：10名

障害福祉分野の業界動向調査資料から
あるべき姿の共有とＤＸ化方向性検討

■STEP②

業界動向理解から業界の課題点を確認、いわゆる少子超高齢化に
伴い要介護者増増加しており、障害福祉サービス関係予算額は
この13年間で3倍増えている。
要介護者と支える世代のバランスについては
2040年には749万人41％増も、支える世代は39％減 ※山陰地方は先行的に進展中。
彩さんの地域生活支援事業は地域単位での行政支援であり財政面も厳しい現実がある。
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P.24
デジタル化事例！ 特定非営利活動法人 彩

【まとめ】20年後を見据えて「目指すべき介護DX」の共有

障害福祉分野の業界動向調査資料から、あるべき姿の共有とＤＸ化方向性検討■STEP②

目指すべき介護DX

※他人事ではない

参考：厚生労働省
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前回決定事項等振りかえり、帳票類運用についてヒアリング ⇒業務効率化課題を抽出

デジタル化事例！ 特定非営利活動法人 彩

【優先課題】
業務効率化
帳票ペーパーレス化

帳票類の中から「サービス実施記録」は
スタッフが介護者に対して行った介護内容について
細かく記録する大切な帳票です。
スタッフ負担が最も大きい帳票になること合わせて
デジタル化によりスタッフ間での共有による
利用者様へのサービスの拡充に向けて取組を決定。

デジタル化（業務効率化への取組）

■STEP③

■STEP④

※スタッフ負担軽減による人財確保と日報のデジタル化での情報共有による利用者様へのサービスの充実
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ここで皆様に質問です

「デジタルデバイド」という言葉をご存じですか？

“あるある“ですが、ここで問題が浮上！

「紙」での運用に慣れ親しんでおられ
ペーパーレス運用（デジタル化）に進めることへの抵抗勢力！
社員全員がデジタル化についていけるのか？ 経営者の不安な思いもチラリ。

「デジタルデバイド」とは：デジタル格差（情報格差）

⇒ 情報格差により、時代に取り残されていく
企業に置き換えると
「競争上の優位性」を失う可能性大！

デジタル化事例！ 特定非営利活動法人 彩
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デジタル化事例！ 特定非営利活動法人 彩

一般的な流れでは、私がデジタル化推進をすれば良いのですが

安達代表に提案 会社におけるデジタル人財育成の重要性を共有

若手２名をデジタル化のリーダーとして育成していくことを提案！ ⇒了承頂く

より業務を理解されている社員が
「サービス実施記録」のデジタル化を利用することでのメリットandデメリットをプレゼン！

大事なポイントは初めに全社員へ目的「あるべき姿の共有」を示し理解頂くこと
⇒デジタル化は解決の手段にすぎません

次回までに、若手2名社員(24才)へデジタルツール資料請求から内容検討を行い。そして

安達代表へのプレゼン資料の作成をすることで決定。
資料のストーリー作成から伴走型で支援開始です！

デジタル化
取組支援

業務効率
改善

社内DX人財
デジタル化のリーダー

育成
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サービス利用について理解納得の上で
若手２名へプレゼン資料作成の指導を実施。

資料の出来栄えに代表もビックリ！
当日はプレゼンもしてもらい
代表はとっても喜ばれ（目には感動の涙も・・・）
※2月からデモ期間を活用し4月に社内リリース
従業員様への落し込みもこの若手2名で実施。

若手2名による安達代表への提案資料 「テレッサmobile 実務記録のDX化」

デジタル化事例！ 特定非営利活動法人 彩

■STEP⑤
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デジタル化事例！ 特定非営利活動法人 彩

効果検証「テレッサmobile 実務記録のDX化」 えすみＤｃｅｔサポートにて伴走支援を継続実施

計画、実行は元より
チェック（効果検証）
がポイント

まとめ
・デジタル化により限られたリソースを効率的に運用できた
・記録用紙購入代金と導入費を比較して経費削減できた
・空き時間を利用し入力することで時間の有効活用 ※コスト削減
・タイムリーに介護記録報告でき実績確定作業が当日可能になった
・記録が細かく記述できるようになり、サービス向上に繋がった
・事務所に戻る必要性がなくなり、事務所内でのコロナ蔓延防止！

Ｄｃｅｔサポートで伴走継続支援

■STEP６

彩さんからの報告（抜粋）
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セミナー時間に限りもあるために
かなり抜粋させて頂きました。

彩さまのデジタル化推進は

その後もペーパーレスや「地球にやさしいでんき」を推進され
地球規模で進めている、ＧＸ推進「カーボンニュートラル」
にも取り組まれておられます。

また社内のコミュニケーションツールとして
「LINE WORKS」を導入されました。※好評です！

直近で、利用者様とのコミュニケーションツール
として利用の検討を始められました！
※社内デジタル化リーダー若手２名が主体となり進めてます。

更なる、DX推進により「あるべき姿」を追い求め
「選ばれる企業」を目指しておられます。

デジタル化事例！ 特定非営利活動法人 彩
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御中
「デジタル化」で選ばれる企業へ！

■残念な事例のご紹介
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残念な事例

職人気質の強い A社様 社員5名

STEP① 課題把握

課題を把握すべくヒアリング開始

課題：売上低迷
製造・販売で長らく業績好調でしたが

数年前から売上低迷にお悩み。
商品には自信をお持ちだが、従来から
待ちの営業スタイル
営業は苦手で新たな販路開拓もできてない

更に追い打ち、コロナ禍！！！
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残念な事例
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残念な事例

STEP④ ECサイト取組への説明

STEP⑤ クラウドファンディング Makuakeの提案

販売低迷からの脱出
販路を広げる為に
ECへの取組をご説明
ECマーケットへの取組
を合意

クラウドファンディン
グにチャレンジするこ
とで決定
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残念な事例



Copyright © 1999 - 2022 ESUMI Co. Ltd. All Rights Reserved

御中
「デジタル化」で選ばれる企業へ！

その他 デジタル化参考事例
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その他 参考事例①
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その他 参考事例②



Copyright © 1999 - 2022 ESUMI Co. Ltd. All Rights Reserved

P.39
その他 参考事例③
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その他 参考事例④
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御中DX推進に成功した中小企業の経営者
アンケート調査をまとめました
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DX推進に成功した中小企業の経営者 アンケート

本日セミナー タイトル

「デジタル人財」

にフォーカスしたデータを
ご紹介いたします。
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82.1％がDX人財確保・育成
が必要と回答

DX推進に成功した中小企業の経営者 アンケート

本日参加の皆様にご質問です。
Q9で「ITやDX推進ができる人財を新規採用
する」と回答の方に

ITやDX推進ができる人材の年収相場は
いくらだと思われますか？

皆様、お考え下さい！
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ITやDX推進ができる人財の年収相場は？いくらだと思われますか。

採用する場合には、約7割が「1000万円台以上」と回答

DX推進に成功した中小企業の経営者 アンケート



Copyright © 1999 - 2022 ESUMI Co. Ltd. All Rights Reserved

P.45

毎月のコンサルを依頼する場合には約6割が「月額50万円以上」を想定している

ことから、多くの経営者がコストをかけてでもDX人財を入れたいとお考えです。

DX推進においては、経営者の理解は当然、「予算」と「人財」が成功のカギ！

DX推進に成功した中小企業の経営者 アンケート
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DX推進に成功した中小企業の経営者 アンケート

アカウント請方法「大手企業におけるDX推進」の実態調査アンケート結果について

（参照：一般社団法人中小企業個人情報セキュリティー推進協会）https://www.sp2.or.jp/information/detail/21

■調査概要 調査概要：「大手企業におけるDX推進」の実態調査
調査方法：インターネット調査
調査期間：2021年9月27日〜同年9月29日
有効回答：中小企業との受発注業務に携わっており、かつ直近2年以内に企業に300万円以上の発注
経験がある、大手企業（従業員数300名以上）の管理職216名

大手企業の7割以上が、DXを
全く推進するつもりがない企業と
の取引（発注）を「躊躇」して
いることが判明！

市場ニーズは確実に高ま
っている
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企業に求められるDX

DX推進に取り組んでいる企業は

✓ 今回のコロナのような有事の際にも、業務を止めずに済む

✓ 未来を見据えて変化に対応できる会社

✓ 企業の生産性向上により、従業員の働く環境も改善

取引先として、就業先として、投資先として安心できる

⇒人もお金も集まるようになり、さらなる業績アップが見込める

DX推進を進める人財が必要

・社外DX人財を活用

・並行して社内DX人財育成をすべし！

DX人財のシェア

「IT人財」or「DX人財」
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御中

最後まとめの前に
対応が急がれる「課題」！

電子帳簿保存法/インボイス制度
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電子帳簿保存法2022年1月～ ※猶予期間2023年12月末

・電子取引→電子による保存 ※紙保存はNG

・紙書類→電子による保存が可能

国として、完全ペーパーレス化を
進めようとしている

デジタル化の波はこんなところにも・・・
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インボイス制度 2023年10月～

仕入税額控除⇒消費税課税売上に係る消費税から消費税課税仕入に係
る消費税を控除して、納付消費税額を計算する仕組み

上の図の通り、売上として支払うべき消費税から、仕入として既に支払った消
費税を差し引いた分を納税すればよい。その際にマイナスになった場合は、還
付を受ける、というものです。

「登録事業者」が発行した、「適格請求書」でないと、控除が認められず、
これまで認められていた仕入で仕入れ業者に支払っているはずの消費税につい
ても、再度納税が必要となります。

インボイス制度の登録事業者申請

制度導入の2023年10月1日から登録を受けたい場
合は、受付開始である2021年10月1日から、
2023年3月31日までの1年半の間での提出となり
ます。

電子インボイスの普及に向けて、国際規格「Peppol
(ペポル)」に準拠した「日本標準仕様」策定を決定

今回の法改正を「デジタル化 推進」のチャンス捉えて頂きたい
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健全経営モデル（デジタル経営）とは

本日、ご参加頂きました経営者様

このセミナーを機に健全経営モデル（デジタル経営）に舵を切られることを願います。

DX推進 ＝ 経営者 ＋ 社内DX人財 育成 ＋ GDXアドバイザー

中小企業が元気になることが「地方創生の活力」になります！
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何から始めればいいの？

企業のITと経営をバックアップする「経営支援サービス」 ”Ｄｃｅｔサービス“

契約数



Copyright © 1999 - 2022 ESUMI Co. Ltd. All Rights Reserved

P.53

中小企業経営者は多岐に渡る経営課題に悩んでいる。

◆全国の中小企業約43,000社への定期訪問から見えた事（相談内容）
当社は、全国に約43,000社の中小企業様より経営の課題について相談を受けており、その課題の

内容は多岐に渡ります。またその内容の量と質が大きく変化、複雑化してます。

課題解決に向けて経営の５大リソース（ヒト、モノ、カネ、時間、情報）
の活用は避けて通れません。
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弊社「Ｄｃｅｔサービス」伴走型支援を活用下さい

課題整理から経営計画、実施計画の策定

（例）海外のライブコマース活用
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ご清聴頂きまして
ありがとうございました！


